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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、環境ボランティア参加の機構とボランティアを受容するNPO等の受
け入れ方を理解し、その知見を基にボランティア獲得のための情報システムを開発することであった。まず従来
型の環境団体ではボランティアの主な層が50～60歳台であること、主なICT活用はウェブサイトと電子メールで
SNSの利用は少ないことなどがわかった。第二に、新たに環境活動に参加する若い世代は新たな団体を作り、ICT
を使って独自にコミュニケーションする傾向があることがわかった。第三に、ボランティア参加は費用便益感と
関係がないことがわかった。これらの結果を踏まえてボランティア獲得のための情報システム「ボラいち」を開
発した。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research was to understand the mechanism of 
participation of environmental volunteers and acceptance of volunteers by NPOs and to develop an 
information system for volunteer acquisition based on the understanding. Firstly, it is found that 
the main layers of volunteers in conventional environmental groups are in 50-60 age groups, and 
their use of ICT is mainly websites and e-mail, while SNS is not popular in them. Secondly, young 
generation in environmental activities tends to make new groups and to communicate using ICT in 
different ways with conventional groups. Thirdly, it is shown that volunteer participation is 
irrelevant to cost-benefit relationship. Based on these results, “Boraishi” the information system
 for volunteer acquisition is developed.

研究分野：環境情報システム
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１．研究開始当初の背景 
 東日本大震災の復旧・復興の支援において、
ボランティアの果たした役割は極めて大き
く、今もその必要性は続いており、ボランテ
ィアの社会的重要性について注目が集まっ
ている。しかし全体的状況としては、従来よ
りボランティアの不足が指摘されており、地
球環境問題および地域の環境問題の解決を
めざす活動など震災支援以外にもボランテ
ィアを必要としている事業や活動は多いが、
十分なボランティアの獲得ができていない
のが現状である。ボランティアの希望者はけ
っして少ないわけではなく、自治体の実施し
た意識調査によれば、9 割近い人がボランテ
ィア活動に参加の意向を示している例があ
る（福岡県飯塚市 2001）。一方、9 割以上の
人がボランティアの経験がないとされてい
る（内閣府 2005）。では、人々がボランティ
ア活動に関心を持っているにもかかわらず
実際の参加が少ないのは何故なのだろう
か？ 
従来、ボランティア参加の動機は、合理的
選択理論によるコスト・ベネフィットの観点
により解釈されてきた(Clark and Wilson 
1961; Andreoni 1990; Chinman 1999; Clary, 
et al. 1992, Tschirhart, et al. 2001; 山内 
1997, 2002)。それゆえこれまでは、ボランテ
ィア募集のために、楽しいプログラムの作成
や社会的意義の宣伝などの戦略がとられて
きたが、現実にはボランティア参加は極めて
少数である。また、実証研究においても、ボ
ランティアの合理的選択は必ずしも支持さ
れていない（Freeman 1997; Menchik and 
Weisbrod 1987; 跡田・福重 2000)。 
このような状況を踏まえて、研究代表者の
グループは、特に環境ボランティアに焦点を
あて、その参加を増やすための方策を検討し
てきた。すなわち従来の理論によらないボラ
ンティア参加の理論を確立し、それに基づく
ボランティア獲得戦略を立てるべきではな
いかと考えた。まず予備研究として、平成 19
～21 年度の三年間、挑戦的萌芽研究「機会
論に基づくマーケティングを応用した環境
ボランティア獲得の為の情報システム開発」
等において、いくつかのタイプの異なる環境
ボランティア（湖のヨシ刈り、市街地美化活
動、野鳥保護のためのエコツアー、プロスポ
ーツチームによる環境活動の呼びかけ）を対
象として、ボランティア参加の要因について
の分析と、その分析に基づくボランティア募
集のための情報システムの社会実験を行っ
た。その結果、以下のようなことがわかった。 
第一に、ボランティアの参加要因について
は、人は環境ボランティアへの参加をコスト
とベネフィットで判断しているのではなく、
むしろ参加機会を提供されることによって
決断している、ということが明らかとなった
(Mori et al. 2008; 森ほか 2008)。第二に、
多趣味な人ほど環境ボランティアに参加す
る傾向があり、かつ人々の趣味・興味および

動機によって、参加したい活動は異なるので、
活動の種類ごとに異なる趣味などを通じた
参加呼びかけが有効であることが示唆され
た（前田ほか 2009; 淺野ほか 2010 ; 杉浦ほ
か  2010; 森 ほ か  2011 ）。 第 三 に 、
CMC(Computer-Mediated Communication)
の利用に関して、単に情報を掲示するだけの
プル型のメディアより、電子メールのような
プッシュ型のメディアが有効に機能するこ
とが確認された（前田ほか 2009）。 
 
２．研究の目的 

5 年間の研究期間内に、次のようなことを
明らかにする。 
 ボランティア参加要因の探索と精緻化 
ボランティア参加と可処分所得および余
暇時間などの関係を明らかにして、参加理
論を補強すると同時に、趣味、環境意識お
よび性格などボランティア参加を呼びか
ける際に有効な要因の探索と応用に向け
た選別を実施する。 

 ボランティア受け入れ団体の現状把握
と情報システムへの適合 
現状のボランティアの募集や活用の状況
を調査し、その現状と問題点を明らかにす
ると同時に、ボランティア獲得の情報シス
テムに対する要望やその活用方法につい
て把握する。 

 情報システム開発 
ボランティア参加要因およびボランティ
ア受け入れ団体の状況を反映してボラン
ティアを募集するシステムの要件を整理
し、一般タイプのシステムを構想する。こ
れを基に実際の活動に応じてシステムの
開発を実施する。 

 情報システムの試行と評価 
情報システムを活用してのボランティア
参加者による事業を実施し、その募集上の
効果や、参加者の意識、受け入れ団体の成
果を検証し、システムの改良につなげる。 
 
３．研究の方法 
この研究の目的は、環境ボランティアの参
加のメカニズムとボランティアを受容する
側の NPO、環境団体の受け入れ傾向を理解し、
それら知見を活用してボランティア獲得の
ための情報システムを開発することである。
この目的を実現するために、次のような計画
で研究を進める。 
1 年目（25 年度）は、主にボランティア
参加者、NPO・環境団体および既存の情報シ
ステムについて調査を行う。2 年目（26 年
度）は、調査結果をもとにボランティア―NPO 
の関係についての一般モデルを構築し、その
一般モデルをもとにボランティア獲得情報
システムの規範モデルを構築する。3 年目
（27 年度）は情報システムを適用するため
の具体的フィールドを調査する。4 年目（28 
年度）は選定した具体的フィールドに情報シ
ステムを実装し、社会実験を行う。5 年目（29 



年度）は、社会実験の結果を検証し、一般モ
デルの精緻化を行う。 
 
４．研究成果 
本研究の目的は、①環境ボランティア参加
の機構と②ボランティアを受容する側の
NPO、環境団体の受け入れ傾向を理解し、③
それら知見を活用してボランティア獲得の
ための情報システムを開発し、④その情報シ
ステムを用いてボランティア獲得を試行す
ることであった。これら 4項目について、次
のようなことがわかった。 

 
①環境ボランティアへの参加の機構につ
いて 
ボランティア参加者の参加理由や参加要
因の探索のため、全国の潜在的ボランティア
参加者を対象に、情報とボランティア活動へ
の参加の関係について、ウェブベースのアン
ケート調査を行った。調査会社に登録されて
いる全国レベルのモニタから最近ボランテ
ィア活動への参加を始めた者約 1,600人、ま
だ参加していないが参加の意思のある約 800
人を抽出し、ボランティア参加の意向、動機
及び普段の環境行動などについてのデータ
を収集し分析した。その結果、ボランティア
への実際の参加回数や参加時間は費用便益
感と関係がないこと、最近新たに参加した人
と従来から参加している人に違いがあるこ
と、スポーツ要素を取り入れることが参加を
促進すること、ボランティア活動への参加に
関係する情報源としては、地域発の情報や個
人的な関係から得られる情報の率が高く、そ
れらの情報は、自分から積極的に探して得ら
れたものではなく、偶然に得たものがほとん
どであったことなどがわかった。 

 
②ボランティアを受容する NPO、環境団
体の調査 
環境ボランティアの獲得手法を検討する
参考として、既存の市民団体や関連企業にお
ける情報発信や人材確保の方法，ボランティ
ア獲得に対するニーズなどについて聞き取
り調査を行った。対象としては，東京では、
自然保護団体である日本自然保護協会など 4
団体とボランティア・ツーリズムを推進して
いる旅行会社のH.I.S.を取り上げた。岡山県、
香川県地域では 4つの団体にインタビュー調
査を行った。その結果として、古い団体では
メンバーの固定化、高年齢化という問題が起
きつつあることが示された。若いメンバーは
古い団体に入るのではなく新たな団体を作
り、SNS など ICT を使って独自にコミュニ
ケーションする傾向があることなどが報告
された。 
また森林を対象として活動する全国のボ
ランティア団体約500団体にアンケート調査
した。その結果、ボランティアの主たる層が
50～60 歳代であること、主たる ICT活用は
ウェブサイトと電子メールで SNS の利用は

少ないこと、ICTとともにチラシがボランテ
ィア獲得の有効な媒体であることなどがわ
かった。更に後述する情報システムの試用地
域として千葉県柏市を想定し、柏市で環境ボ
ランティアを活用している市民団体188団体
にもアンケート調査を実施した。その結果、
小規模な団体が多いこと、情報システム利用
は前述の森林ボランティア団体の調査結果
と整合していること、柏市役所の支援が助け
になっていることなどがわかった。 
併せて、SNS活用型の 3団体にインタビュ
ーし、SNSの活用について調査した。その結
果、団体の SNS 利用は、情報の拡散、ボラ
ンティア相互の連絡、キャンペーンへの市民
の呼び込み等団体によって用途が異なるこ
と、SNSとウェブサイトの役割が補完的にな
っていること、SNSは新規会員の獲得よりも
会員間の連絡や特定のプロジェクトの連絡
に利用されていることがわかった。３．SNS
利用型の団体の活動への参加者にアンケー
ト調査をした。その結果、主たる参加理由が
口コミであること、口コミの連鎖が等比級数
的に参加者を広げていることが示唆された。 
 
③ボランティア獲得のための情報システ
ムの開発 
前述の①②の結果を踏まえて、ボランティ
ア獲得の為の情報システムを開発した 。具
体的には、クラウドサーバ上にコンテンツ管
理システムWordpressを土台とするシステム
「ボラいち」を開発した。そのうえでボラン
ティアを募集したい団体と、活動に参加した
い潜在ボランティアの情報を交換する基盤
を作成した。 
 
④ボランティア獲得試行の社会実験 
平成 28 年度は情報システム「ボラいち」
を用いて埼玉県入間市、千葉県柏市の 2箇所
で社会実験を行った。入間市では、まず講習
会を実施して、その結果からシステムの改良
を実施した。次に 10 月の入間万燈まつり、
11 月の加治丘陵里山祭りにて、ボラいちによ
る参加者募集を試みた。その結果、万燈まつ
りでは本システムを通じてボランティア募
集を知ったものが一人いたが、参加申し込み
は別の経路で行った。里山祭りでは本システ
ムから参加したものはいなかった。柏市では、
2 月から 3 月にかけて実施された葦舟プロジ
ェクトへの参加についてボラいちによる募
集を試みた。その結果、募集開示から実施ま
での間に 72 件のページビューが観測された
が、そのうち実際に登録したのは 2組であっ
た。これらの結果から、次のような知見が得
られた。まず入間、柏とも、ボランティアを
募集する団体からのシステムに対する評価
は使いやすいと良好であった。ただ、ボラい
ちというシステムを単にインターネット上
に公開するだけでなく、この存在を潜在ボラ
ンティア参加者に知らしめること、つまり機
会を提供することがやはり必要であること



が示唆された。多くの人々の関心を引くため
に、多くのイベント情報を掲載することが必
要ではないかと考えられる。 
平成 29 年度は、前年度の結果を踏まえて、
ボラいちの潜在的利用者となりうる団体に
対して、ボランティア募集と ICT利用の現状
について、アンケート調査ならびにヒアリン
グ調査を行った。埼玉県入間市の入間市市民
活動センターを利用している 91 団体を対象
として調査を行った。まずアンケート調査か
らは以下のようなことがわかった。第一に会
員募集やボランティア募集で使われている
のは、主に知り合いからの紹介などで、ICT
は利用されてはいるが、主流ではなかった。
第二にインターネット利用の目的を聞いた
ところ、自団体の紹介、活動やサービスの紹
介、行事の案内に次いで会員・ボランティア
の募集という回答が多かった。ヒアリング調
査では、アンケートで回答した団体のうち 6
団体に調査を行った。その結果、ICTの利用
に関しては団体によってかなり違いが見ら
れたが、地域でボランティア希望者をプール
して活動への参加を促すボランティアバン
クの考えには肯定的な評価が多かった。 
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